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【研究要旨】  
特定健診の全国受診率は 50％であるが、健康保健組合の受診率が 74%程度に対し市

区町村は 36％であり、全国市区町村にとって受診率の向上は重要課題である。受診率
向上のため、自治体はアンケート結果の未受診理由別に応じた受診推奨や、 医師会と
の連携による特定健診受診場所の拡大や情報提供事業の展開等、様々な取り組みを実

施しているが、眼科検診実施の有無が特定健診受診率に与えている影響は不明である。

本研究では全国の自治体にアンケート調査を実施し、自治体独自の眼科検診が特定健

診受診率に与える影響についての検討を行った。 
1741自治体のうち、1075自治体から回答を得た。交絡因子を調整した重回帰分析の

結果、成人眼科検診の有無は特定健診受診率と有意に関連し、非実施自治体に比し実

施自治体では受診率が 2.4％高いという結果になった。がん検診の有無や特定健診の実
施形態は受診率と有意な関連は認められなかった。 
特定健診において成人眼科検診を追加することで、特定健診実施率を改善ことがで

きる可能性が示唆された。 

 
A. 研究目的  
視覚障害の数は 2007年の時点で 164万人

であり、高齢化に伴い 2030年には 200万人
に達すると推定されている 1)。視覚障害の原

因疾患として、緑内障、糖尿病網膜症、変

性近視、黄斑変性、白内障が主要なもので

あり、この 5 つの疾患で視覚障害の 75％を

占めている。これらは加齢・変性による慢

性疾患であり、成人眼科検診は視覚障害の

原因となる疾患の早期発見，早期治療の契

機として重要性が高いと考えられる。 
眼科検診の最も一般的な方法として眼底

検査がある。眼科検診は一般人口における

眼底検査を中心とした検診であり、多くの
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眼科疾患を早期に発見することが可能であ

る。また、網膜の血管状態や出血/白斑の有
無などの所見から、将来的な脳卒中や心血

管疾患のリスクを予測することができる。 
基本健康診査（住民健診）では医師の判

断に基づき実施されていた眼底検査は、

2008 年以降、特定健診（メタボ健診）導入
後「詳細な健診」項目として一定の基準に

該当した上で、医師が必要と認めるものに

ついてのみ実施されることとなった。結果、

眼底検査受診率は減少し、現在特定健診受

診者のうち 1%程度とされている。一方、特
定健診における「詳細な健診」以外に、独

自の取り組みとして眼科検診を実施してい

る自治体も存在する。例えば、島根県松江

市、東京都世田谷区、宮城県仙台市などは、

特定健診受診者全てに対して希望者は眼科

検診を受けることができる。 
現在、特定健診の全国受診率は 50.1％であ
るが、健康保健組合の受診率が 74%程度に
対して、市区町村は 36％となっている。全
国市区町村にとって受診率の向上は重要課

題である。また、都道府県により受診率は

大きな違いが存在し、山口県の 26%から宮
城県の 47％まで大きな幅が存在する。受診
率向上のため、自治体はアンケート結果の

未受診理由別に応じた受診推奨（電話勧奨、

受診勧奨リーフレットの作成等）や、 医師
会との連携による特定健診受診場所の拡大

や情報提供事業（医療機関⇒市）の展開等、

いろいろな取り組みを行っている。しかし

ながら、眼科検診実施の有無が特定健診受

診率にどのような影響を与えているかは不

明である。 
そこで、本研究では、全国の自治体にア

ンケート調査を実施することで、自治体独

自の眼科検診が特定健診受診率に与えてい

る影響についての検討を行った。 
 
B. 研究方法  
対象は全国の全 1741の自治体（市区町村）
であり、2019年 1～2月の期間に地域保健・
健康増進事業担当者に向けた郵送によるア

ンケー調査を行った。アンケート内容は、

2017年度（平成 29年度）の特定健診実施率、
健診実施形態（集団か個別か、その両方か）、

がん検診の同時実施の有無、眼科検診の実

施状況等についてである。返送用封筒で返

信された内容をもとに、眼科検診実施の有

無が特定健診受診率に与えている影響につ

いて検討した。すなわち、特定健診実施率

(%)をアウトカム、成人眼科検診実施の有無
を説明変数とし、交絡因子として、特定健

診の実施形態、がん検診同時実施の有無、

都道府県（47都道府県）、人口規模（100万
人以上、～50万人以上、～30万人以上、～
10 万人以上、～5 万人以上、～1 万人以上、
1万人未満の 7群）を投入した重回帰分析を
行った。 
（倫理面への配慮） 
本研究はヘルシンキ宣言の趣旨を尊重し、

厚生労働省、文部科学省による「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に従

い、杏林大学医学部倫理審査委員会の承認

を得たうえで行った（承認番号 744）。	

	 本研究で収集した情報には個人情報は含

んでおらず、自治体からのアンケートの返

送をもって同意とみなした。 	
 
C. 研究結果  
全国 1741 自治体のうち 1075 自治体から
の回答が得られた。うち、多変量解析に必
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要なデータが全て記載されていた自治体が

1048 であった。特定健診受診率の平均は
41.4%であり、13.3 から 100%まで幅があっ
た。特定健診の実施形態は、集団健診と個

別健診の両方を実施している自治体が 76％
を占め、集団健診のみ実施は 14％であった。
自治体で特定健診と同時にがん検診を実施

している割合は 92％と高値であった。特定
健診の「詳細な健診」以外に成人眼科検診

を実施している自治体は 300 あり、全体の
29％を占めた。表 1に記述統計を記す。 

 
表 1 

 

 

 
特定健診実施率(%)をアウトカム、成人眼
科検診実施の有無を説明変数とした重回帰

分析の結果を表 2 に示す。成人眼科検診の
有無は特定健診受診率と有意に関連し、実

施している自治体では実施していない自治

体に比べて、実施率が 2.4％高いという結果
になった。他、がん検診の有無や特定健診

の実施形態は実施率と有意な関連は認めら

れなかった。 
 

 
表 2 

 

 
 
D. 考按  
本研究では、特定健診において成人眼科

検診を追加することで、特定健診実施率を

上げることができる可能性が示唆された。 
特定健診の実施率は、施行(2008年度)から

10年経過し、当時 39%だった実施率は 2017
年度には 53％に改善している 2)。着実に向

上しているものの、目標（特定健診 70%以
上）とのかい離は依然大きく、更なる実施

率の向上に向けた取組が必要とされている。

保険者機能の責任を明確にする観点から、

厚生労働省において、全保険者の特定健

全⾃治体数
(n=1048)

特定健診実施率, 平均(標準偏差),% 41.4 (10.3)

特定健診の形態, 市町村数, (%)
     集団健診 140 (14.4)
     個別検診 108 (10.3)
     上記の両⽅ 800 (76.3)

がん検診同時実施, 市町村数, (%)
     あり 964 (91.9)
     なし 84 (8.0)

成⼈眼科検診同時実施, 市町村数, (%)
     あり 300 (28.6)
     なし 748 (71.4)

都道府県数 47

⼈⼝規模, 市町村数, (%) 
     ≥ 100万⼈以上 9 (0.9)
     50~100万⼈ 18 (1.7)
     30~50万⼈ 39 (3.7)
     10~30万⼈ 143 (13.7)
     5~10万⼈ 180 (17.2)
     1~5万⼈ 418 (39.9)
     1万⼈未満 241 (23.0)

係数 p値
特定健診の形態
     集団健診 reference
     個別検診 2.7 0.06 -0.05 - 5.37
     上記の両⽅ -0.7 0.45 -2.45 - 1.09

がん検診同時実施
     あり/ なし -0.1 0.95 -2.17 - 2.05

成⼈眼科検診同時実施
     あり/ なし 2.4 <0.01 1.12 - 3.62

95%信頼区間

29



 

診・保健指導の実施率を 2017年度実施分か
ら公表されているが、実施率の高い順に共

済組合（85保険者、78％）、健保組合（1385
保険者、77％）、全国健康保険協会（1 保険
者、49％）、国保組合（163 保険者、49％）、
市町村国保（1738保険者、37％）、船員保険
（1保険者、36％）の順になっている 2）。な

かでも約 2000万人の人口をカバーする市町
村国保の低実施率は大きな問題となってい

る。 
市町村国保や協会けんぽでは、特定健診

とがん検診の同時実施や、生活習慣病予防

健診(協会けんぽ)の推進、かかりつけ医療機
関との連携など、受診者の利便性や健診の

魅力を高める取組を進めて、実施率向上に

取り組んでいる。これまでの受診率向上の

具体策としては、 
1. 受診者の利便性確保 
・特定健診とがん検診の同時実施による

利便性・魅力の向上 
・夜間・休日の健診機会の確保 
・実施会場の工夫（ショッピングセンタ

ーでの実施、託児サービスの提供） 
2. 対象者への受診勧奨 
・健診実施スケジュールに合わせ、的確

なタイミングでの受診勧奨（誕生月に合わ

せた健診周知、健診機会を追加で確保した

ときの直前の勧奨） 
・電話･訪問等による個別受診勧奨の実施 
・過去の健診受診歴に応じ受診勧奨方法

をきめ細かく変更する等の効果的な受診勧

奨の推進 
3. かかりつけ医との連携 
・医療機関からの受診勧奨の推進 
・医療機関での検査結果を、本人同意の

上、健診データとして保険者で活用 

4. 対象者への働きかけ 
・人間ドックや職場で受けた健診結果の

提供依頼 
・企業退職者の国保加入時の健診受診の

意識づけ 
5. 健診受診の魅力の向上 
・婦人科健診、骨密度・血管年齢測定サ

ービス等のオプションの同時実施 
・市町村のがん検診（乳がん検診・子宮

頸がん検診）との同時実施や保険者による

がん検診の提供 
6. 被扶養本人への働きかけ強化 
・はがきや電話等で被扶養者に直接に受

診勧奨 
・保険者と企業が連携し、企業から被保

険者（従業員）を通じた受診勧奨 
7. 市町村国保と協会けんぽ・被用者保険
の連携の強化 
・市町村国保への特定健診等の実施委託 
・市町村の集団健診やがん検診との同時

実施 
・協会けんぽでは、支部ごとに、県内の

市町村と健康づくり等に関する連携・包括

協定の締結を推進 
8. 協会けんぽ：生活習慣病予防健診の実
施 
・協会けんぽ自らが特定健診にがん検診

等を加えた独自の健診（生活習慣病予防健

診）を実施 
・従業員が健診を受診すると、協会けん

ぽ支部が提供する特定保健指導による生活

習慣の改善や、ヘルスケア通信簿等の健康

づくりに関する提案を事業所が協会けんぽ

支部から受けられることなど、健診受診の

メリットを事業主に説明 
などが挙げられている 3)。 
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健診受診の魅力向上案として、その他の

検診オプションに触れられているが、その

なかに眼科検診についての言及はない。 
特定健診のオプションとして、協会けん

ぽ 滋賀支部では、肌年齢・骨密度測定サー
ビスを特定健診と同時に実施、また健診受

診会場を生活圏の近くにする配慮するなど

で、受診率が 2 年で 11.5％から 24.1％に改
善したと報告している。特定健診に合わせ

たその他の独自検診が受診率向上に貢献で

きる可能性がある。 
眼科検診の内容としては、希望者全てに

眼底写真を撮影したり、一部の年齢、先着、

希望者などに有料で、など制限を設けて眼

底写真を撮影していたり、希望者全てに眼

科受診を可能にしたりなどいろいろな方法

が存在する。眼科検診は、高血圧や糖尿病

による異常だけでなく、他の眼疾患も多く

発見可能であり、費用対効果も高い。現在

日本で一番の失明原因である緑内障は 90％
の人が受診していないと言われる。また年

に 1 度の眼底検査が推奨されている糖尿病
網膜症に関しては、受診割合は 40％程度と
言われている。このような検診を特定健診

のオプションとして設定することは、受診

率の向上だけでなく、今まで未治療となっ

ている眼疾患発掘の機会としても有用と言

えよう。 
 
E. 結論  
特定健診において成人眼科検診を追加で

実施している自治体の特定健診受診率は実

施していない自治体よりも有意に高いとい

うことが明らかになった。特定健診のオプ

ションとして、成人眼科検診を追加するこ

とで、特定健診実施率を上げることができ

る可能性がある。 
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